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２０２６年６月１８日 

DPI 副議長 尾上浩二 説明資料 

第１４回大阪市交通バリアフリー基本構想推進協議会への意見 

１ 生活関連施設等の設定について 

 駒川中野地区では、地元の障害者でプレ街歩き調査が開催された。駒川中野商店街は地元住民にとって、

OsakaMetro 駒川中野駅や、近鉄針中野駅に接続する主要経路となっている実態がある。前回の基本構

想では、商店街のバリアフリーを望む声を受け止め、商店街の商品陳列ラインを設定くださり、円滑な商店街

の通行に役立っている。今回のプレ街歩きでは、陳列ラインが守られているかも含めチェック活動がされた。 

 

 （前回の基本構想資料  参考資料５．駒川中野地区基本構想検討会議における主な意見とその対応） 

 

 商店街は、バリアフリー経路として指定されていないが、黒門市場や、萩之茶屋本通商店街は生活関連施

設（商業施設）として指定されている。 

 生活関連施設は、地域の実情を踏まえて設定されるというルールになっていることを踏まえ、駒川中野地

区では、駅前商店街として事実上、主要な日常経路であり、高齢者、障害者が日々利用する重要な施設であ

ることを踏まえて、地区での意見を十分に踏まえた検討が行われるようにご配慮いただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 大阪市交通バリアフリー基本構想骨子【全地区共通】 
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（以下は新今宮地区基本構想 令和 8 年 4 月）  荻野茶屋本通り商店街が生活関連施設と指定されている 

 

２ 継続協議事項の検討の進め方について 

 ２００６年に大阪市が先進的に基本構想を策定して以来、２０年ぶりの見直しであり、当事者から多くの問

題点が指摘され、課題として整理されたことはとても意義があった。しかし、計画へ反映しきれない課題も

多く残されており、第８回推進協議会、第１１回推進協議会において、今後継続的に取り組むべき事項として

整理された。 

そして、第 13 回推進協議会で、今後の対応（案）（資料３）が示されたが、その時にも指摘したとおり、国や

府の検討待ちの項目が目立つものとなっている。 

 

 基本構想は、地域の実情を踏まえて、既存物を含んで移動の円滑化や面的整備を図るのが趣旨であるの
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で、国や府の動向がでなければ、大阪市において検討できないものではない。 

 にも関わらず、当協議会で扱う予定があるのは②③の券売・インターホン関係に限られ、しかも、ワークショ

ップでの意見集約に留まるということには極めて問題であるといわざるを得ない。 

これまでの地区ワークショップや推進協議会の検討で、「懸案事項は継続して検討しますから」と、前担当者

時代から説明を受けてきた。 

 

 前回の協議会では、以下のような意見提起を行った。 

・無人駅増加に伴う券売機やインターホン等の課題に対する、モックアップ検証等を含めた具体的な検討 

・国の動向を待つことなく、大阪特有のターミナル構造をふまえた「案内・誘導」の大阪市としての独自の検

討 

・「案内・誘導」とインターホン、点字誘導などの駅設備の一体的な検討 

 

これらの点をふまえ、「継続検討事項」への取り組みを、下記の通り進めるよう強くお願いしたい。 

 

●今後の検討について 

① 「乗り換えや周辺地域・施設へのわかりやすい案内・誘導」については、特に各地区のワークショップでは

検討の必要性について多くの意見が出た。ワークショップでの意見を集約するとともに、京橋地区やなんば

地区などモデル地区を選定し、当事者参画のもとわかりやすいバリアフリールートの案内表示のあり方を検

討する場をぜひ作っていただきたい。 

特に、民間ビルに連絡エレベーターを設置しているのが大阪の特徴であり、それに起因するエレベーター

の所在、エレベーターの各階からのルートの表示等がわかりにくい等の問題については、国の動向や基準作

りとは全く関係なくすぐにでも対策が必要である。 

 

② 「券売機・インターホンの仕様」については、無人駅・無人改札（含む時間帯無人）の拡大が大きな問題と

なっており、障害があっても利用できるインターホン、券売機・精算機等の重要度が増している。ワークショッ

プでの意見を集約するとともに、多様な障害者が利用できるために、どういう改良が必要なのか、当事者参

画で、良い事例の情報交換や当事者の使い勝手を踏まえた意見交換会などができる場を作っていただきた

い。 

 

③ 上記の①②の検討を踏まえた改善案の検討をモックアップ検証などの手法も取り入れながら、当事者、

有識者、事業者、行政が一緒になって進めていただきたい。 

 

 


